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　2009 年 5 月、スイスのビジネススクールである国際
経 営開発 研究 所（IMD: International Institute for 
Management Development）は、 世界 競 争力 年 鑑
2009 年版注 1）を刊行した。主な結果である競争力ラン
キングや国別プロフィー ルに加え、2050 年までを見通
して国際競争力に影響を及ぼす事象の抽出とその影
響力の予測を行った「競争力ロ ドーマップ」注 2）や、世
界不況下で危機をうまく乗り越え競争力を向上させる
態勢が整っているかを評価した「ストレス（耐性）テス
ト」が掲載され、将来指向の分析が試みられている。
　「競争力ロ ドーマップ」は、2007年版から掲載され始め
た。国際競争力に影響を及ぼす将来の事象（2007 年版
では45、2008 年版では46、2009 年版では 50 項目）が、
横軸を起きそうな年、縦軸を想定される影響の大きさと
した 1 枚の図に掲載されている。2007年版と2008 年版
には大きな差異は見られないが、2009 年版では項目の
変更や影響の大きさの変化が目立つ。
　2009 年版で新たに加わったのは、特に不況に関わる項
目である。それらによれば、「世界規模の不況」「大量失業」
「部分的なデフレ」が数年以内に起こり、競争力に大きな
影響を及ぼす。「国により時期は異なるが不況を脱出」し、
2020 年代前半には「インフレが再来」する。「景気刺激策
は功を奏す」という項目の影響度は中程度である。
　新興国に関わる項目は 15 項目あり、全体の約 3 割を
占める。これらの 2009 年版における変化を見ると、15
年以内に起こるとされる項目、「新興国台頭に対する保
護主義の高まり」「新興国の外貨準備高の増加」「新興
国の巨大な国有・私有資金の先進国への投資」等につい
ては影響力が低下している。一方、15 年後以降の項目、
例えば「中国・インド・ブラジル・ロシアが科学技術力を
持つ」については影響力が増大しており、「新しい中流階
級の出現」「新興国でのマネー ジャ需要の増大」「安価な
労働力から安価な頭脳へ」等は、2007年版から一貫して
影響が大きいとされている。また、「価値観の違いによる
競争の激化」「全体的価値観から個人的価値観への転
換」等、人々の価値観（勤勉・愛国の誇り、仕事と家庭
のバランス）も大きな影響力を持つ項目として挙げられて
いる。すなわち、新興国は、不況の煽りを受けて当面は
国際競争の舞台で経済的な存在感を低下させるものの、
将来的にはこれまでと違った意味でより大きな存在感を
示すとの予測である。
　その他の影響力の大きい項目としては、「米国の財
政赤字増大」「人口問題（欧州・日本等の退職年齢の
上昇、欧州・日本・ロシア等の人口減少）」「西洋社
会での多様な価値観の共存」「貧困層のための新ビジ
ネスモデル」が挙げられている。「サービスや国際ビジ
ネスモデル統合・管理が欧州や米国の競争力の鍵」は、
2009 年版において影響力を大きく下げている。
　不況などの危機への耐性を評価したストレス（耐
性）テスト注 3）では、競争力総合ランキング 1 位である
米国は 28 位にとどまり、1 位デンマーク、2 位シンガ
ポール、3 位カタール、4 位ノルウェー、5 位香港と、
小規模国（地域）が上位を占めた注 4）。
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1）　IMD World Competitiveness Yearbook：http://www.imd.ch/research/publications/wcy/index.cfm
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すると予測されている。また新興国については、当面は国際競争の舞台での経済的存在感を低下させるものの、
将来的にはこれまでとは違った意味でより大きな存在感を示すことになると予測されている。
注1：ハ ドーデータ（統計）とソフトデータ（アンケ トー）に基
づき、国の競争力（企業の競争力を維持する環境を提供
できる国の能力）の国際比較を行った報告書で、1989年よ
り毎年刊行。日本の総合順位は、当初は1位であったが、 
その後徐々に順位を下げ、1990年代後半からはトップグル
ープから転落した。2009年は57か国（地域）中17位であ 
る。日本は、インフラに関わる項目は上位にある（科学イン
フラは 2 位）が、政府効率性が低いと評価されている。
注2：主観的評価に基づいて、競争力に影響を及ぼすとさ
れる約50項目を 2 軸空間に配置した図。2007年版に、サ
ブプライムロ ンーの破綻が起き、競争力に大きな影響を及
ぼすことが挙げられており、2008年秋に話題になった。
注3：総合ランキング算出に用いた約250項目のデータ（ハ
ドー、ソフト）の中から、将来に関わる項目20を抽出してラ
ンキングを算出している。
注4：2009年版の総合ランキングは、1 位米国、2 位香港、
3 位シンガポール、4 位スイス、5 位デンマークである。
